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摘 要 

営農型発電システムは、農地の上空に設置した太陽光発電設備で発電し、地上では農作物を生産する

ハイブリッドな農業システムである。発電した電気を売ることで売電収入が得られ、農家所得の向上が

期待できる。また、このシステムを利用することで夏季の過剰な日射を遮ることにより栽培環境の改善

が期待できる。一方で､農地保全のためには適正な営農の継続が必要であり､食料生産とエネルギー生産

を両立する栽培管理技術が必要となる。本報では、営農型発電設備の設置が設備下で栽培した作物の収

量と栽培環境へ及ぼす影響を調査した結果と営農型発電の可能性について論じる｡ 

 

 

Ⅰ 施設園芸学とはなにか？ 

 

著者が専門とする施設園芸学は野菜や花卉、果

樹の栽培に関わる園芸学の一分野である。その中

でも施設や設備の多用により、気温や地温、相対

湿度、二酸化炭素濃度、空気流動などの栽培環境

を管理することで、栽培計画に沿って植物が生育

するように、栽培管理技術の向上を図る学問分野

である。例えば、暖房器具を用いて温室内の気温

を高く維持し、夏野菜を春や秋、さらには冬に生

産することで 1 年を通して手に入れることが可能

となる。しかし、温室の加温には一般的に重油炊

き暖房機が使われるため、近年の重油価格の高騰

が農家の経営に大きな負担となっている。 

 

1. 日本の農業の現状 

農業は国民の生存に必要な食料を供給する基幹

産業であるが、日本の現状は、食料自給率カロリ

ーベース 39% 
1)、農業経営体（個別経営）の総所

得 456 万円 
2)、農業経営関与者一人当たり農業所

得 196 万円 
2)、販売農家の農業就業人口（自営農

業に主として従事した者）は 209 万 7 千人で 5 年

前に比べて 50 万 9 千人（19.5％）減少 
3)、農業経

営者平均年齢 66.4 歳 
3)、耕作放棄地 42.3 万 ha 

3)

と非常に危うい状況にある。そのため、食料増産

や収入の増加・安定化、若い新規就農者の増加、

農地の有効利用が喫緊の課題である。また、エネ

ルギーに関しても、2014 年の自給率は 6％ 
4)しか

なく、化石燃料の価格および電気料金の高騰など、

農業のみならず多くの産業で課題となっている。

さらに、様々な分野において国際化が進み、環境

に配慮した持続可能性だけではなく、グローバル

経済の中でのエネルギーの安全保障や経済的にも

持続可能な農業システムの構築が求められている。 

 1980 年代に「3K」職種という言葉が流行った。

これは、就職先として避けられた「きつい、汚い、

危険」なイメージを持たれる職種のことである 
5) 

6)。実は、農業に対するイメージはさらに K が多

く、「きつい、汚い、格好悪い、臭い、稼げない、

結婚できない」ともいわれていた 7)。しかし、農

業は人の生活に欠かせない食料を生産・供給する

といった重要な役割がある。また、古代文明が栄
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えたのは、農業技術の発達により食料が増産・安

定供給されたことで、労力や時間を食料調達以外

に割けられるようになったからだといわれている。

ただ、貯蔵や輸送の技術が発達した現代の日本で

は、輸入への依存度は高く、食料自給率の低下や

農業就業人口の減少が問題になっている。現状の

ままでは、もし食料輸入先の不作などのトラブル

で輸入量が激減してしまうと、国内の食料が不

足・価格高騰するなど、大きな混乱が予想される。

そのため、食料自給率の向上は国家安全保障の観

点からも重要で、農業の活性化を目的とした、農

業の新 3K「格好良い（＝プライドを持てる）、感

動する（＝収穫を喜べる）、稼げる」を目指す動き

もある 8) 9) 10)。それらを実現するためには、所得の

向上と安定、新技術導入による近代化を進めるこ

とで農業の魅力と印象の向上を図り、農業就業者

人口の増加と若返りが必要である。 

これまでの農業システムには、古き良き世界農

業遺産 
11)、トラクターや田植機などの機械で省力

化が図られた露地栽培、さらに温室や暖房器具な

どを使って栽培に適した環境を作る施設園芸など

がある。世界農業遺産は、社会や環境に適応しな

がら何世代にもわたり形づくられてきた農業上の

土地利用、伝統的な農業と、それに関わって育ま

れた文化、ランドスケープ、生物多様性などが一

体となった環境と調和した世界的に重要な農業シ

ステムで、国連食糧農業機関（FAO）が認定した

ものである。世界農業遺産は経験や工夫によって

高度化された農業システムであり、2015 年に認定

された宮崎県高千穂郷・椎葉山地域の山間地農林

業複合システムの他、水路の蓄熱効果を活用した

防霜技術により高冷地でのイモ栽培を可能とした

アンデス農業、中国でおこなわれている一石三鳥

の水田養魚養鴨などがある。ただし、それらの農

法は特定地域の環境や文化に最適化された限定的

かつ自給的なものが多く、現代社会において広く

普及させることや経済的に持続することは困難で、

現在社会に対応した農業システムが求められてい

る。最近は、農業と観光や教育を組み合わせたグ

リーンツーリズム（ソーシャルファーミング）、農

業と加工・販売が一体化した 6 次産業が活発とな

ってきている（図 1）。 

 

図 1 農業と他産業の組合せ 

 

そこで筆者は、環境保全（ Environmental 

Protection)、持続的経済発展（Sustainable Economic 

Growth）、エネルギー安全保障（Energy Security）

の 3E を同時に実現する農業システムの構築を目

指し、植物栽培システムや資源循環型農業システ

ム、営農型発電システムなどの研究に取り組んで

いる。 

 

2. 植物栽培システム 

 植物栽培システムは農作物の栽培期間の短縮や

高品質化を目的として、蛍光灯や LED などの人工

光源、気温や湿度を制御するヒートポンプや超音

波加湿器などの空調設備を活用し、野菜や果物を

安全・安心・安定的に、短期間で大量生産できる

工場的な農業システムで、植物工場として広く知

られている（図 2、3、4）。例えば、レタスは種を

播いてから 30 日以内に、イチゴは一年中収穫する

ことも可能である。また、温室などと違い、建物

に隙間がないことから、エアーシャワーなどで出

入り口からの害虫の侵入を防ぎ、使用する道具を

滅菌することで物理的に病害虫を防除することが

可能である。そのため農薬を使わずに栽培できる
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図 2 LED光源で栽培しているコマツナの様子 

 

図 3 LED光源で栽培しているイチゴの様子 

 

図 4 宮崎大学の植物工場関連設備外観 

 

など、一般的な施設栽培ではできないことが可能

である。ただ、露地栽培などに比べると多くのエ

ネルギーを必要とし、費用対効果を考慮しなけれ

ばならない。著者らは栽培期間の短縮と収穫物の 

品質向上を目指して栽培環境管理の最適化につい

て研究している。このような技術は砂漠や極地な

どの耕作不適地や火星への有人探査で必要な宇宙

農業の技術として期待され、アメリカ航空宇宙局

（NASA）でも研究が進められている 
12)。また、

栽培スペースが確保できれば栽培が可能であるた

め、生産した場所で消費・加工することも可能で

あり、地産地消よりもフードマイレージが小さい

店産店消、家産家消（家庭菜園）も可能である。 

 

3. 資源循環型農業 

 資源循環型農業システムは、農業や畜産業など

から出る廃棄物を地域の有機資源として堆肥や家

畜のえさとして有効活用し、有機資源を循環させ

ながら農産物を生産する、環境に配慮した持続性

の高い農業システムである（図 5）。著者らは地域

の未利用資源である焼酎粕（図 6）や家畜の排泄

物などをバイオガスプラントでメタン発酵等の処

理をすることで、これまでの堆肥化や下水処理の

過程で利用されずに捨てられたエネルギーとミネ

ラルを回収し、メタン発酵で発生したメタンガス

を燃料、発酵後に残った消化液（廃液、図 7）を

肥料として活用する農業システムの構築について

研究している。 

 

 

図 5 著者が取り組んでいる資源循環型農業の概念図 
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図 6 メタン発酵処理前の焼酎粕 

図 7 メタン発酵処理後の消化液 

 

4. 営農型発電システム 

 営農型発電システムは、農地の上空に設置した

太陽光発電設備で発電し、地上では農作物を生産

するハイブリッドな農業システムで、ソーラーシ

ェアリングとも呼ばれている。発電した電気を売

ることで売電収入が得られ、農家所得の向上が期

待できる（図 8、9、10）。さらに、西日本の平野

部では夏の日差しが強すぎるために野菜栽培が困

難であるが、このシステムを利用して過剰な日射

を遮ることで栽培環境の改善が期待できる。これ

は世界農業遺産にも登録されているタンザニアの

アグロフォレストリー（混農林業または農林業複

合経営ともいう。農業と林業を組み合わせて持続

可能性に配慮して森林を利用すること）システム

に似ている。それは限られた農地の中で

 

図 8 営農型発電設備下での耕耘作業の様子 

 

図 9 冬季の野菜栽培の様子 

 

図 10 夏季の野菜栽培の様子 

 

生産効率を最大限に高めるため、一番上に日陰を

もたらす樹木、次いでバナナ、コーヒー、最下層

では野菜などを栽培し、太陽光を多段階（カスケ

ード）利用する農業システムである。 
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Ⅱ 営農型発電とは？ 

  

営農型発電とは、太陽エネルギーを植物と太陽

電池に分配し、食料生産とエネルギー生産を同時

に行うハイブリッド生産システムのことで、農地

に支柱を立てて上部空間に太陽光発電設備（以下、

営農型発電設備）等を設置し、農業と発電事業を

同時に行う新しい産業形態である。太陽光発電に

より再生可能エネルギーを生産することができ、

エネルギー自給率向上、発電に伴う環境負荷の低

減および売電収入による農家所得の向上、さらに

は農業の活性化により自給率向上や農地の保全が

期待できる。 

ただし、農林水産省の 2013 年 3 月 31 日付けの

通知（平成 28 年 4 月改正）「支柱を立てて営農を

継続する太陽光発電設備等についての農地転用許

可制度上の取扱いについて」 13) によれば、営農型

発電設備の設置には支柱部分の一時転用申請が必

要であり、下記の条件を満たす必要がある。もち

ろん、周辺の営農に影響を与えないことは当然の

ことである。 

・申請に係る転用期間は 3 年以内の期間であるこ

と。 

・営農の適切な継続を前提とすること。 

・生産された農作物に係る状況を毎年報告するこ

と。 

・容易に撤去できる支柱であること。 

・必要最小限で適正であること。 

・農作物の生育に適した日照量を保つための設計

であること。 

・営農するための空間が確保されていると認めら

れること。 

・支柱の高さは最低地上高おおむね 2 メートル以

上であること。 

・農業用排水施設の機能等に支障を及ぼすおそれ

がないこと。 

・農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼすお

それがないこと。 

・撤去するのに必要な資力及び信用があること。 

また、営農発電設備下部の農地は同じ年の地域

の平均的な単収と比較しておおむね 2 割以上減少

している場合や農作物の品質に著しい劣化が生じ

た場合は営農の適切な継続が確保されていないと

判断され、もし必要な改善措置を講ずることがで

きない場合には発電設備の撤去が必要となる。営

農型発電設備下での減収の原因は植物に到達する

光量不足の影響が大きいと考えられる。その対策

には、太陽光発電モジュール（パネル）の設置間

隔や角度の変更により遮光率を調節できるシステ

ムが注目されている。 

しかし、営農型発電は新たな試みであるため営

農の適切な継続を担保する事例が少なく、許可が

得られない太陽光発電設備の施工メーカーから相

談を受けることが多くなった。一時転用許可には

地域差も見受けられ、基準となる事例、研究結果

の蓄積が求められている。 

 

Ⅲ 施設園芸学の視覚からみた景観紛争 

 

景観とは特色のある景色のことであり、自然が

形成する「自然景観」と、人間の営みの加わった

「文化景観」、さらには「都市景観」など多様に存

在する。最近は野山と風力発電機が調和している

と感じられる景観も存在する（図 11、12）。また、

太陽光発設備が農地に隣接する場合（図 13、14、

15）や祭りなどのイベントで使われている場合（図

16）、営農型発電をどう感じるかもさまざまである

（図 17、18）。景観に対する価値観は食べ物の味

と同様、各人の好みがあり、万人に好まれるもの

はない。また、人々は様々な事情により集合し、

グループや集落を形成する。別荘地はそこに集ま

った人々にとって好ましい景観や気候が存在し、

価値観の共有によって形成されて、価値観によっ

て棲み分けられている。そもそも施設園芸に用い

られている温室などは農地と施設を組み合わせた

ものである。景観紛争については、事前確認や気
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図 11 風力発電機のある風景（熊本県） 

 

図 12 風力発電機のある風景 

（アメリカ・マサチューセッツ州） 

図 13 農地に隣接する太陽光発電設備（宮崎市） 

図 14 農地に隣接する太陽光発電設備（宮崎市） 

 

図 15 農地に隣接する太陽光発電設備 

（アメリカ・マサチューセッツ州） 

 

図 16 祭りで使用される太陽光発電設備 

（アメリカ・マサチューセッツ州） 

 

遣いの不足、価値観の相違、条例等のルールが不

十分であるなど、様々な要因によって引き起こさ

れるため、社会学的なアプローチが必要であり、

議論は他の著者にお譲りしたい。ただし、風力発

電機から発生する音や太陽光発電機設置による光

の反射や遮光などのリスクは既知の事実であるた

め、設置者は周辺の住民や環境に対して十分な配

慮が必要である。道具は使い方次第でメリットに

もデメリットにもなり得るため、発電設備につい

ても同様にデメリットを減らし、他人に迷惑をか

けない工夫が必要である。 

宮崎県内にも営農型発電設備の設置事例はあり、

その設備に対する周辺住民からの直接的な苦情は

ないそうだ。しかし、隣接するメガソーラー発



Kirimura, M. 2016. Photovoltaic Generation System in Protected Horticultural Science 

133 地域生活学研究 第 7号（2016年）pp. 127-138 

 

 

図 17 宮崎大学農学部に設置されて 

いる営農型発電設備 

 

図 18 宮崎大学農学部に設置されて 

いる営農型発電設備 

 

電所からの光の反射や降雨後に発電所からの流水

が増加したことに対する苦情はあるそうで対応が

必要となっている。 

 

Ⅳ 営農型発電設備下での営農の可能性 

 

営農型発電設備の運用を継続するためには、農

図 19 営農型発電設備の設置は食料生産と 

エネルギー生産の両立が重要 

 

林水産省の通知に従い、その設備下部の農地で生

産した農作物の収量が同じ年の地域の平均的な単

収と比較して 8 割以上、さらに販売できる品質を

確保することが必要である。太陽光は設備によっ

て一部が遮られることから農地へ到達する光量や

熱放射量は減少するため、植物の生育遅延や収量

の低下が予想されるが、その影響についての知見

は十分にない。また、これまでに営農型発電設備

下部の農地で栽培された作物の事例には、チャ、

イネ、レモン、デコポン、イチジク、ブドウ、タ

マリュウ、サカキ、キンカン、ヒュウガナツなど

があるが、文献の光飽和点を根拠に設置許可を得

ており、実際の収量と品質についての情報は公表

されていない。つまり、営農型発電設備普及にお

ける喫緊の課題は食料生産とエネルギー生産の両

立を実証することである（図 19）。 

営農型発電設備の設置が下部の農地環境へ及ぼ

す影響は、遮光と遮熱であると考えられる。つま

り、日射量が少なくなることから光を多く要求す

る作物は生育が遅延または収量の低下が予想され

る。一方で、遮熱によって気温や地温、葉温が低

くなることで、夏場などの高温や強光、乾燥スト

レスを低減する効果が期待できる。したがって、

営農型発電設備下での栽培に適する作物は、遮光

下や弱光下での栽培に適した作物と考えられる。 

 

1. 遮光の利点 

例えば、マメ科作物の光合成速度は夏場の乾燥

した晴天下では低下したが、曇天下では低下がみ

Food production Energy production

Solar sharing system

Balance
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られなかった事例もある 14)。 

ホウレンソウは遮光処理によってアスコルビン

酸含量が低下した場合でも、収穫前に十分な光量

を与えることでアスコルビン酸含量が増加するこ

とも報告されている 15)。 

チャは遮光処理により摘芽数が少なく減収する

場合もあるが、出開きの進み方が遅く、新芽の水

分含量、葉緑素含有量および窒素含有率が高く、

高品質生産も期待できると報告されている 16)。 

ウワバミソウは春から初夏にかけて収穫される

山菜で、北海道から九州に分布し、転作田などで

の栽培も試みられており、この場合は寒冷紗等の

遮光設備が必要となり、相対光量が 10～15％で収

量が最大となると報告されている 17) 18)。 

 オウレンは薬用植物の一種で冷涼な日陰を好み、

兵庫県丹波地方では日覆いを設置した畑での栽培

事例がある 19)。 

 トマトでは雨よけ夏秋栽培において、高温や強

日射、昼夜の温度格差によって生じる花落ちや裂

果の軽減対策として遮光率 20%での遮光が有効で

あったと報告されている 20)
 。 

 切り花では、シネンシス系ハイブリッドスター

チスの抽苔前 5～15 日の遮光処理により、花茎が

伸長する期間に光強度が弱くなることで開花が遅

延し、その間に花茎が伸長して切り花長が伸びる

ことで品質向上が向上したと報告されている 21)。  

 パセリー、ハナヤサイおよびイチゴは、夏期育

苗時において白寒冷紗を用いた 30%の遮光により

無遮光よりも生育が良かったと報告されている 

22)。 

完熟キンカン「たまたま」産地である宮崎では、

夏場のハウス内が高温にならないようにハウスに

遮光ネットかけて高温障害に備える栽培方法が実

践されている 23)。 

 労働環境については、遮光によって夏期の施設

栽培環境における人間の温熱快適性と作物生産性

が改善された事例が報告されている 24)。 

 

2. 遮光の欠点 

一方で、遮光によって生育が劣る事例もある。 

ミニチュアローグ鉢物は遮光率 30%で栽培する

と葉面積、葉数、草丈、生茎重が著しく抑制され、

花蕾シュート数も有意に減少したと報告されてい

る 25)。 

 トウビシとサトイモは遮光率 50%で栽培すると

収量が半減し、光量の影響を大きく受けたと報告

されている 26) 27)。 

 クズは遮光率を増加させると乾物収量は直線的

に減少し、遮光率 83%の地上部乾物重は無遮光の

場合の 1/3 まで減少したと報告されている 28)。 

 

Ⅴ 営農型太陽光発電設備下での栽培試験結果 

 

筆者らは営農型太陽光発電設備が作物の生育お

よび栽培環境に及ぼす影響を調査するため、宮崎

大学農学部の研究圃場に営農型太陽光発電設備を

South South NorthNorth

module

図 20 可変区と固定区のパネルの様子 
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設置し、下部の農地で栽培試験を実施している。

今回はその一部を紹介する。 

 

1. 材料および方法 

設備には太陽光発電パネルの角度を変えること

ができる MY 発電所キット・ソラシェア（株式会

社 Looop）を 2 台用いた（図 20）。1 台あたりの発

電量は 11.76 kWp（105 Wp×112 枚、太陽電池パネ

ルサイズ 1.2m×0.54m、設置高 3 m）、設置面積は

117 m
2、農地に対するパネルの被覆率は 62%であ

った。実験区は設備によって遮光しない対照区、 

 

図 21 2014年冬作のコマツナの生体重の推移 

Control: 対照区、Locked: 固定区、Changed: 可変区 

 

図 22 2014年冬作のコマツナの播種後 71日の様子 

Control: 対照区、Locked: 固定区、Changed: 可変区 

パネル角度を水平（0°）に固定した固定区、太陽

高度に垂直になるようにパネル角度を変化させた

可変区の計 3 区を設けた（図 20）。調査は積算日

射量、地温、土壌水分含量、作物の生育、葉の SPAD

値および Fv/Fm 値について実施した。 

 2014 年 11 月からの栽培には、コマツナ（Brassica 

rapa var. Perviridis Group）‘夏楽天’（タキイ種苗株

式会社）、ミズナ（Brassica rapa L. Japonica Group）

‘京しぐれ’（タキイ種苗株式会社）、カブ（Brassica 

rapa L. Rapifera Group）‘CR ゆきばな’（タキイ種

苗株式会社）、ホウレンソウ（Spinacia oleracea L.）

‘弁天丸’（タキイ種苗株式会社）、2015 年 9 月から

の栽培には、コマツナ‘夏楽天’、ミズナ‘京みぞれ’、

ダイコン（Raphanus sativus L. Daikon Group）‘耐病

総太り’（タキイ種苗株式会社）、ブロッコリー

（Brassica oleracea L. Italica Group）‘ピクセル’（株

式会社サカタのタネ）、2016 年 6 月からはコマツ

ナ‘夏楽天’と‘菜々音’（タキイ種苗株式会社）、ハ

クサイ（Brassica rapa L. Pekinensis Group）‘CR お

黄に入り’、ホウレンソウ‘デュエル’と‘晩中性サマ

ースカイ’、シシトウ（Capsicum annuum L.）‘しし

とう’ （タキイ種苗株式会社）を供試した。 

  

2. 結果 

本報では結果の一部を紹介する。2014 年 11 月

と 2015 年 9 月から実施した冬作の実験の結果は、

多くの作目で営農型発電設備下である固定区と可

変区よりも営農型発電設備下にない対照区で生育

が良かった。冬作の収穫は対照区のサイズが収穫

適期で初回を行い、その後 2 回の計 3 回行った。

固定区と可変区の収穫適期は収穫調査時に測定し

た生体重の調査から回帰直線を求め、予測した。

その結果、各作物の収穫適期については、コマツ

ナは対照区が播種後 71 日、固定区は 103 日、可変

区は 111 日であった（図 21、22）。カブは対照区が

播種後 97 日、固定区は 113 日、可変区は 122 日、

ミズナは対照区が播種後 74 日、固定区は 87 日、

可変区は 101 日であった（データ省略）。これらの
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図 23 2016年夏作のコマツナの生体重と 

播種後 37日の収穫時の様子 

 

作物では栽培期間は延びるものの、収量は十分に

得られることが明らかとなった。ただし、ミズナ

は収穫適期を過ぎると抽だいして商品価値がなく

なるため、収穫時期を逃さないように注意が必要

である。 

2016年 6月から実施した夏作のコマツナの生体

重は、小さい順に対照区、可変区、固定区となり

（図 23）、営農型発電設備による遮光により促進

されたと推察される。また営農型発電設備下では

固定区よりも可変区が小さかったが、これは遮光

率が高かったことが原因と推察される。品種間に

も生体重に差がみられ、菜々音よりも夏楽天で大

きかったことから品種の選択も重要な項目である

ことが明らかとなった。 

土壌含水率（%）は日向となる対照区では晴天

が続くと 10 %程度まで低下し、降雨後は 60 %まで

上昇した（図 24）。営農型発電設備下の可変区で

は晴天が続くと 20 %程度まで低下し、降雨後は

40 %まで上昇した。この期間の土壌含水率（％）

の変動幅は対照区では約 50%、可変区では約 20%

で、可変区では対照区よりも変動幅が小さかった。

 

図 24 可変区（Shade）と対照区（Sun） 

の土壌含水率（％）の推移 

 

つまり、営農型発電設備が農地を覆うことにより，

土壌表面が遮光されることで土壌水分の蒸発が抑

制され、土壌の乾燥が抑制された。一方で、過剰

な雨を遮ることで土壌水分の上昇が抑制された。

土壌の乾燥抑制効果は熱帯乾燥地域での農地の乾

燥抑制や灌水量の低減などに有効だと考えられる。 

 

3. 課題 

営農型太陽光発電設備は降雨時にはモジュール

の端に雨水が集まり、雨滴よりも大きな水滴とな

って設備下に落下するため、落下する水滴による

植物へのダメージや土壌の流出が課題である。対

策には雨樋などで雨水を受けるか、設備下にビニ

ルなどによる雨よけやトンネルなどの設置が必要

と考えられる。また、夏作においては遮光による

生育促進効果が期待できるものの、病害虫対策に

労力や費用がかかるため、栽培の時期や作目につ

いては総合的な判断が必要である。 

 

Ⅵ 今後 

  

太陽光発電の売電価格は下がり続けており、今

後は売電を目的とした発電設備を新たに設置する

利点は小さくなるため、発電した電気を農業や地

域で活用する地産地消システムへの移行が期待さ
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れる。例えば、農地で発電した電気と ICT

（Information and Communication Technology、情報

通信技術）、電化された電動トラクターを組み合わ

せることで農作業の自動化が実現可能である。ま

た施設栽培における暖房器具を重油炊き暖房機か

ら電動のヒートポンプへ移行することで燃料費の

高騰によるリスクや温室効果ガスの削減、エネル

ギー効率の改善による環境負荷低減が期待できる。

また、営農型発電設備を植物工場の上部に設置す

ることで、太陽光による植物工場内部の温度変化

を低減でき、さらに発電した電気を利用すること

で植物工場の運用コストの低減が期待できる。以

上のことから農地または農地周辺での太陽光発電

には農業における技術革新や活性化が期待できる。 
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